
様式 １　公表されるべき事項

金融経済教育推進機構の役職員の報酬・給与等について（令和６年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

理事長

理事

監事（非常勤）

　役員報酬支給基準は、月額、特別手当から構成されて
いる。月額については、役員給与規程に則り、本給（１,０２
９,０００円）に地域手当（２０５,８００円）を加算して算出して
いる。特別手当についても、役員給与規程に則り、特別手
当基準額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋本給
及び地域手当の月額に１００分の２０を乗じて得た額）に６
月及び１２月に支給する場合において、いずれも１００分の
１７２.５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけ
るその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。
　なお、令和６年度においては、人事院勧告に基づく給与
法の改正に準拠し、本給の引き上げ、特別手当支給率の
引き上げ（０.０５ヶ月分）を実施した。

　役員報酬支給基準は、月額、特別手当から構成されて
いる。月額については、役員給与規程に則り、本給（８０９,
０００円）に地域手当（１６１,８００円）を加算して算出してい
る。特別手当についても、役員給与規程に則り、特別手当
基準額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５
＋本給及び地域手当の月額に１００分の２０を乗じて得た
額）に１００分の１７２.５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以
内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じ
て得た額としている。
　なお、令和６年度においては、人事院勧告に基づく給与
法の改正に準拠し、本給の引き上げ、特別手当支給率の
引き上げ（０.０５ヶ月分）を実施した。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

　理事長及び理事の報酬については、特殊法人等の役員の給与について
の一連の閣議決定に従い、国家公務員（指定職）の水準に準じて適正な水
準となるよう決定している。
　監事の報酬については、他の政府関係機関における非常勤監事の勤務
実態及び報酬額等を参考にして決定している。

　役員報酬は、人事院勧告に基づく「一般職の職員の給与に関する法律
（以下、「給与法」という。）」の改定に準拠し、金融経済教育推進機構役員
給与規程（以下、「役員給与規程」という。）の改定を行い、当該規程に基づ
いて役員報酬を支給することとしている。業績給については導入していな
い。

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　役員報酬支給基準は、月額のみである。月額について
は、役員給与規程に則り、非常勤役員手当月額（１６７,００
０円）である。

別 添



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,512 12,301 3,802 2,408
（地域手当）

4月5日

千円 千円 千円 千円

14,226 9,210 2,987
1,801

226
（地域手当）
(通勤手当)

4月23日

千円 千円 千円 千円

14,110 9,210 2,987
1,801

110
（地域手当）
(通勤手当)

4月23日

千円 千円 千円 千円

1,972 1,972
（　　　　）

4月5日

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：当機構から報酬等の支払いがある者が対象である。

就任・退任の状況

C監事
（非常勤）

B理事

理事長

A理事

前職役名
その他（内容）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
理事長

　理事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　理事の報酬については、特殊法人等の役員の給与につ
いての一連の閣議決定に従い、国家公務員（指定職）の
水準に準じて適正な水準となるよう決定している。また、人
事院勧告に基づく給与法の改定に準拠し、役員給与規程
の改定を行っており、その報酬水準は妥当なものと認めら
れる。

金融経済教育推進機構は、広範な金融・経済に関する知
見に基づく教育内容の企画・立案や実行支援など、多岐
に亘って専門性が求められる業務を行っており、その役員
については、金融経済教育推進の戦略を担う、高度な専
門性を備えた人材が求められている。そうした中で、当該
役員の報酬は、特殊法人等の役員の給与についての一
連の閣議決定に従い、国家公務員（指定職）に準じた水
準にすることとし、人事院勧告に準じて給与規定の改定を
行うこととするなど、給与水準の適正化に努めている。

　理事長の報酬については、特殊法人等の役員の給与に
ついての一連の閣議決定に従い、国家公務員（指定職）
の水準に準じて適正な水準となるよう決定している。また、
人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠し、役員給与規
程の改定を行っており、その報酬水準は妥当なものと認め
られる。

　監事の報酬については、他の政府関係機関（預金保険
機構及び外国人技能実習機構）における非常勤監事の
勤務実態及び報酬額等を参考にして決定しており、その
報酬水準は妥当なものと認められる。



４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事

理事長

理事

法人での在職期間



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事長

判断理由
該当者なし

該当者なし

　業績給については、現在導入していない。今後国の動向を踏まえ、導入
の是非等を検討する。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

理事



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

39 40.9 8,614 6,306 157 2,308
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 40.7 9,670 6,999 176 2,671
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 37.1 8,805 6,382 152 2,423
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 63.5 6,454 5,170 170 1,284

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢人員

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

民間出向者

嘱託職員

指定職

うち所定内
令和６年度の年間給与額（平均）

総額

　職員の俸給については、給与法の適用を受ける国家公務員
と同様に職務の内容と責任に応じて決定している。また、民間
からの出向者についても、それぞれの出向元での給与を基準
として、機構に採用する際に給与を決定している。
　人件費管理については、認可された予算の範囲内で適正に
管理している。

　職員の勤務成績に応じて、国家公務員と同様に、昇給、昇
格及び賞与のうち勤勉手当の額に反映させている。

　金融経済教育推進機構職員給与規程に則り、俸給及び諸
手当（特別調整給、業務調整手当、扶養手当、地域手当、通
勤手当、住居手当、単身赴任手当、超過勤務手当、休日給、
深夜勤務手当、管理職員特別勤務手当、期末手当及び勤勉
手当）としている。
　期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当＋
地域手当＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期別支給
割合を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるそ
の者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給＋地域手当＋
役職段階別加算額＋管理職加算額）に金融経済教育推進機
構職員給与規程実施細則に定める基準に従って定める割合
を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者
の勤務期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

令和６年度における主な改定内容は、人事院勧告に基づく給
与法の改正に準拠した期末手当の支給月数の引き上げ（年間
0.05ヶ月分）及び勤勉手当の支給月数の引き上げ（年間
0.05ヶ月分）並びに俸給表の一部改正である。

　本項における職員の年間給与額は、本法人は令和６年４月５日に設立された法人であり令
和６年度の年間の支給実績が示せないため、法人の職員給与規程等に基づき算出した推計
額である。

事務・技術



人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 56.8 5,096 3,719 202 1,377
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 56.8 5,096 3,719 202 1,377

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員（再任用職員）を除く。

注４：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額
注５：「通勤手当等」は、通勤手当と在宅勤務等手当の合算
注６：当機構から報酬等の支払いがある者が対象である。

再雇用職員

注２：指定職員とは国の指定職俸給表の適用相当の者、民間出向職員とは金融機関等から
の出向者、嘱託職員とは期間を定めて任用した者(国の指定職俸給表の適用相当の者を除
く)をいう。

在外職員

任期付職員

注３：指定職員については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定される
おそれのあることから、記載していない。

非常勤職員

事務補佐職員



②

③

平均
人 歳 千円

1 - -

0

1 - -

2 - -

0

1 - -

④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

- - -

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

- - -

％ ％ ％

         最高～最低 - - -

％ ％ ％

55.7 52.4 54

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

44.3 47.6 46

％ ％ ％

         最高～最低 44.6～43.9 49.8～44.6 47.2～44.6

注：事務・技術における管理職員は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそ
れのあることから記載していない。

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

注：各グループにおける該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定される
おそれのあることから、平均年齢及び年間給与については記載していない。

係長・同相当職 -

主任・同相当職

係員・同相当職 -

千円

部長・同相当職 -

課長・同相当職

課長補佐・同相当職 -

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

注：各年齢区分における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間
給与については表示していない。





３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与

（法人の検証結果）
　給与水準が国家公務員と比較すると高くなっているのは、勤務地、職員の
専門性及び職員構成の特殊性が原因であるが、引き続き、人事院勧告に
準じた給与改定を行う等の給与水準の適正化に努めることが必要であると
考える。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

１．当機構の勤務地は東京のみであり、全職員に対して東京
20％と高い支給割合の地域手当を支給しているため。
２．当機構の職員の大宗は民間からの出向者であり、本指数の対象となる
事務・技術職者は５名と極めて少数であることから、職員構成を要因とした
偏差が大きくなっているため。
３．当機構は令和６年４月に設立された新しい組織であり、金融経済教育推
進の戦略を担う、高度な専門性を備えた者を主に採用しているため。

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

上記「国に比べて給与水準が高くなっている理由」による給与水準の格差
は、今後も解消は困難であるものの、人事院勧告等の内容等も勘案しつ
つ、給与水準の見直しを行い、国民の理解が得られる水準とするよう努め
る。

○ ２２歳（大卒初任給）
　月額 230,000円　年間給与 4,007,520円
○ ３５歳（係長・同相当職）
　月額 335,860円　年間給与 5,541,257円
○ ５0歳（課長補佐・同相当職）
　月額 422,960円　年間給与　6,992,524円
※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者は
級に応じて3,000円、子１人につき11,500円）を支給

（主務大臣の検証結果）
金融経済教育推進機構は、広範な金融・経済に関する知見に基づく教育
内容の企画・立案や実行支援など、多岐に亘って専門性が求められる業務
を行っており、その職員については、金融経済教育推進の戦略を担う、高
度な専門性を備えた人材が求められている。そうした中で、当該職員の報
酬は、国家公務員に準じた水準にすることとし、人事院勧告に準じて給与
規定の改定を行うこととするなど、給与水準の適正化に努めている。

内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１３９．１

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１２４．５

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１３８．９

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１２６．１

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　32.7％】
（支出予算の総額　2,041,382千円、国からの財政支出額667,740千
円：令和６年度予算）
【累積欠損額　　当機構は令和６年度の設立のためなし。】
【管理職の割合　31.8％（常勤職員数　44名中14名）】
【大学卒以上の割合　81.8％（常勤職員数　44名中36名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額】 （当機構は令和６年度
の設立のため記載せず。）

項目



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方
　業績給については、現在導入していない。今後、
給与法の適用を受ける国家公務員の動向を踏ま
え、導入の是非等を検討する。



Ⅲ　総人件費について

令和６年度

千円

(A)
千円

(Ｂ)
千円

(Ｃ)
千円

(D)
千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

特になし

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

46,397

非常勤役職員等給与
1,972

注：本法人は令和６年４月に設立されたことから、令和６年度欄には設立以降の金額を記載して
いる。

区　　分

給与、報酬等支給総額
322,662

退職手当支給額
0

最広義人件費
371,031

福利厚生費

職員の定年年齢は65歳である。また、定年後も継
続して勤務することを希望する者について、70歳ま
での継続雇用制度を導入している。

特になし
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